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法人会の理念

法人会は税のオピニオンリーダーとして

企業の発展を支援し

地域の振興に寄与し

国と社会の繁栄に貢献する

経営者の団体である

めざします

企業の繁栄と社会への貢献



公益社団法人雪谷法人会

第５回 通 常 総 会

次 第

1. 議 事 審 議

開会のことば

会長あいさつ

議 長 選 出

議事録署名人の選出

議 事

１．議案事項

第１号議案 平成２７年度決算報告並びに監査報告承認の件

２．報告事項

(1) 平成２７年度事業報告

(2) 平成２８年度事業計画書

(3) 平成２８年収支予算書

2 . ご 来 賓 祝 辞

閉会のことば



１．議案事項

















研修器材購入引当資産

現金 手元保管 運転資金として 54,109

預金

財産目録
平成２８年３月３１日現在

（単位:円）

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金 額

(流動資産)

当座預金 運転資金として 5,835

芝信用金庫雪が谷支店 5,835

運転資金として普通預金 7,191,094

三井住友銀行田園調布支店 692,602

三井住友銀行雪谷支店 851,094

芝信用金庫雪が谷支店 1,425,645

みずほ銀行上池上支店 501,549

みずほ銀行久が原支店 697,270

三菱東京ＵＦＪ銀行長原支店 318,388

城南信用金庫雪谷支店 1,479,635

城南信用金庫大岡山支店 222,280

川崎信用金庫久が原支店 109,234

目黒信用金庫鵜の木支店 95,160

城北信用金庫大岡山支店 96,291

郵便振替口座 運転資金として 545,183

芝信用金庫雪が谷支店(青年部会） 運転資金として(青年部会） 156,763

未収会費 会員に対するもの 平成27年度分正会員会費 295,000

前払金 平成28年度分広告料(税経） 21,600

流動資産合計 7,567,638

(固定資産)

特定資産

三井住友銀行雪谷支店(定期預金） 860,000

芝信用金庫雪が谷支店(定期預金） 4,794,433

会館修繕引当資産 会館修繕の為の引当資産 17,636,072

城南信用金庫雪谷支店(定期預金） 3,501,639

目黒信用金庫鵜の木支店(定期預金） 8,480,000

川崎信用金庫久が原支店(定期預金） 研修器材買替の為の引当資産 4,651,837

目黒信用金庫鵜の木支店(定期預金）

みずほ銀行久が原支店(定期預金） 2,000,000

事務機器購入引当資産 事務機器買替の為の引当資産 1,442,593

みずほ銀行久が原支店(定期預金） 平成28年に創立50周年を迎える 3,000,000

創立５０周年記念事 平成28年に創立50周年を迎える

業費用準備資産（公益） 公益事業用の記念事業準備資産

創立５０周年記念事

業費用準備資産（公益外） 記念事業準備資産

退職給付引当資産 城北信用金庫大岡支店(普通預金） 職員の退職金支払いの財源として 1,585,564
積立をしている。
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会員増強活動充実基金 城南信用金庫大岡山支店(定期預金） 組織増強活動の支出に備えるため 6,000,000

城南信用金庫大岡山支店(定期預金）

研修活動充実基金 城南信用金庫雪谷支店(定期預金） 研修活動の支出に備えるため 3,000,000

芝信用金庫雪が谷支店(普通預金）

社会貢献事業基金 社会貢献事業の支出に備えるため 1,000,000

青年部会活動充実基金 青年部会活動の支出に備えるため 2,100,000

建物付属設備 空調設備等の建物付属設備 共用財産である 1,710,907

その他固定資産

建物 鉄筋建物4階建て 雪谷税理士会との区分所有をしてい
る。 共用財産
である、使用面積の割合により、下
記の按分をしている。
70％は、公益目的保有財産として、
各事業に使用をしている。
30％は、公益目的事業に必要な収益
事業等、法人管理活動の様に供する
財産として、使用している。

44,554,783

什器備品（研修用） 放送設備他 公益目的保有財産であり、各事業で
使用している。

1,721,199

備えたもの

土地 大田区雪谷大塚町11－6 106.456㎡
自己所有である。
共用財産である。 13,444,393

電話加入権 共用財産である 268,964

資産合計 113,002,009

(流動負債)

出資金 芝信用金庫 10,000

固定資産合計 105,434,371

預り金 職員等 源泉所得税 41,220

職員に対するもの 職員2名に対する退職金の支払いに 1,585,564

未払法人税等 27年度法人税等 150,000

流動負債合計 191,220

什器備品（事務所用） パソコン他 公益目的保有財産であり、各事業及
び管理業務で使用している共用財産
である。

1,308,059

正味財産 111,225,225

固定負債合計 1,585,564

負債合計 1,776,784

(固定負債)

退職給付引当金
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２．報告事項
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［報告事項１］

平成２７年度事業報告

公益目的事業

【公益事業Ⅰ】 税知識の普及と納税意識の高揚並びに税の提言に関する事業

（１） 税知識の普及を目的とする事業

① 新設法人説明会 主管：税制委員会

隔月１回開催 計６回 （出席人員） 延べ３４名

② 決算法人説明会 主管：税制委員会

（開催日） 平成２７年４月２２日・７月２２日・１０月２１日・平成２８年２月５日

（出席人員） 延べ１１５名

③ 青年部会・租税教室 主管：青年部会

雪谷税務署管内の小学校３校 ９教室 生徒数 延べ２７５名

雪谷税務署管内の中学校２校 ９教室 生徒数 延べ３１２名

青空租税教室 多摩川河川敷清掃活動に参加した子供達（１５名）に租税教室を開講した。

租税教室勉強会（開催日） 平成２７年１１月９日 （出席人員） ２３名

④ 申告書作成講座「消費税」 主管：税制委員会

（講 師） 雪谷税務署 法人課税第一部門 板本真一 上席国税調査官

（開催日） 平成２８年２月１７日・２４日 （出席人員） 延べ１０名

⑤ 税制セミナー 主管：税制委員会

「最近の役員給与課税における実務ポイントについて」

（講 師） 嶋税理士事務所所長 嶋 協 先生

（開催日） 平成２８年２月２３日 （出席人員） １９名

⑥ 年末調整実務入門講座 主管：税制委員会

（講 師） 雪谷税務署 法人課税第一部門 中村 智美 上席国税調査官

（開催日） 平成２７年１２月４日 （出席人員） １７名

⑦ 経営税みなーる 主管：研修委員会

「マイナンバーの安全管理措置と諸規程の作成について」

（講 師） 雪谷税務署 法人課税第一部門 板本真一 上席国税調査官

（開催日） 平成２７年１１月９日・１０日 （出席人員） 延べ５３名

⑧ 税務研修会 主管：税制委員会

「マイナンバー制度への対応」

（講 師） 雪谷税務署 法人課税第一部門 板本真一 上席国税調査官

（開催日） 平成２７年９月１４日・１６日 （出席人員） 延べ１２３名

⑨ 青年部会・定期研修会 主管：青年部会

（開催日） 平成２７年６月１１日・１０月２２日・平成２８年３月２日（全３回）

（出席人員） 延べ９０名

（２） 納税意識の高揚を目的とする事業

① 小学生による書写展（雪谷税務連絡協議会共催） 主管：総務委員会

雪谷税務署管内の小学校の 1,525 作品を回収、優秀作品には表彰を行う。

② 電子申告普及活動 主管：税制委員会

広報誌「ゆきがや」に案内掲載。
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③ 納税表彰式への協力 主管：総務委員会

雪谷税務署が毎年行う納税表彰式は、納税協力団体（雪谷税務連絡協議会）の活動を積極的に

行い、納税意識の高揚並びに税知識の普及促進に対し、永年の功績があった者に、雪谷税務署

長名により、表彰状、感謝状が贈られる。一層の納税協力活動の推進者を育成するとともに広く社

会に納税の重要性を広報する。 （開催日） 平成２７年１１月６日 （当会出席者） ２１名

④ 広報誌「ゆきがや」の発行 主管：広報委員会

第２０４号から第２０７号まで４回発行し、配布した。

発行日、発行部数は次のとおり。

第２０４号 発行日 平成２７年 ４月 １日 発行部数 ２，０００部

第２０５号 発行日 平成２７年 ７月 １日 ２，０００部

第２０６号 発行日 平成２７年１０月 １日 ２，０００部

第２０７号 発行日 平成２８年 １月 １日 ２，０００部

⑤ ホームページの運営 主管：広報委員会

税に関する情報及び、事業案内・事業報告などの掲載・運営をしている。

⑥ やさしい税金教室（雪谷税務連絡協議会共催） 主管：女性部会

（講 師） 東京税理士会雪谷支部所属税理士

（開催日） 平成２７年１１月１１日 （当会出席者） １９名

⑦ 税に関する絵はがきコンクールへの協力 主管：女性部会

小学生を対象に租税教育活動の一環として実施した。優秀作品は東法連のコンクールに

推薦する。さらにその中から優秀作品を全法連主催のコンクールに推薦される。

⑧ 税を考える週間「記念講演会」 主管：研修委員会

「私の出会った素晴らしい人々」

（講 師） 元ＮＨＫアナウンサー・エッセイスト 山川 静夫 氏

（開催日） 平成２７年１０月２２日 （出席人員） １１９名

（３） 税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業（税制研究会会合への参加含む）

① 税制改正要望全国大会参加・提言及び提言書の関係機関への提出 主管：税制委員会

会員から税制に関する意見要望を取りまとめ、(一社)東京法人会連合会、

(公財)全国法人会総連合に上申し、関係機関に提言書を提出した。

② 東法連主催「税を考える週間 協賛講演会」への参加 主管：税制委員会

（講 師） 明治学院大学 経済学部 教授 西山 由美 氏

（開催日） 平成２７年１０月２８日 （当会出席者） ３名

③ 全法連主催「平成２８年税制セミナー」への参加 主管：税制委員会

（講 師） 財務省主税局審議官／

中央大学法科大学院 教授 森信 茂樹 氏

（開催日） 平成２８年２月１６日 （当会出席者） ２名

④ 東法連主催「平成２７年度税制講演会」への参加 主管：税制委員会

（講 師） 東京大学大学院 教授 中里 実 氏

（開催日） 平成２８年３月８日 （当会出席者） ４名

⑤ 青年部会・税務懇談会 主管：青年部会

（講 師） 雪谷税務署 廣瀬 由美 署長

（開催日） 平成２７年９月３日 （出席人員） ２８名

⑥ 全国青年の集い（茨城大会）への参加 主管：青年部会

（開催日） 平成２７年１１月２０日 （当会出席者） ５名

⑦ 女性部会・税務懇談会 主管：女性部会

（講 師） 雪谷税務署 廣瀬 由美 署長

（開催日） 平成２７年１０月１６日 （出席人員） ２９名

⑧ 全国女性フォーラムへの参加 主管：女性部会

（開催日） 平成２７年４月１６日 （当会出席者） ４名
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⑨ 大田区との定期協議会 主管：総務委員会

（開催日） 平成２７年１１月１６日 （当会出席者） ３名

⑩ 雪谷税務連絡協議会の定期連絡協議 主管：総務委員会

雪谷税務署幹部と関係民間六団体長との協議会を毎月第一水曜日に定期的に開催。

【公益事業Ⅱ】 地域企業の健全な発展を目的とする事業

① パソコン会計記帳入門講座 主管：研修委員会

（講 師） （有）かまた簿記 池田 光治 先生

（開催日） 平成２７年１１月１８日・２５日・１２月２日（全３回） （出席人員） 延べ８名

② 青年部会・雪谷経営者塾 主管：青年部会

（講 師） （株）グラスティ代表取締役 平林 秀樹 氏

（開催日） 平成２７年７月１５日・１０月２８日・平成２８年２月１０日（全３回）

（出席人員） 延べ３３名

【公益事業Ⅲ】 地域社会への貢献を目的とする事業

① 多摩川河川敷清掃活動 主管：社会貢献委員会

（開催日） 平成２７年１０月２４日 （参加人員） １１０名

② 日赤献血協力活動 主管：社会貢献委員会

（開催日） 平成２７年６月１１日 （参加人員） １１３名

③ 日赤講習会(ＡＥＤ講習会) 主管：社会貢献委員会

（講 師） 日本赤十字社東京都支部 救急法指導員

（開催日） 平成２７年７月１０日 （参加人員） ３５名

④ 大森日赤病院奉仕活動 主管：社会貢献委員会

毎月第３火曜日に奉仕活動を行っている（女性部会日赤奉仕団）。

（参加人員） 延べ８０名

⑤ 東京都地球温暖化対策報告書制度への協力 主管：社会貢献委員会

報告書の作成・提出を通じて Co2削減をはかる為の活動。７６会員提出。

⑥ ジョイセフへの協力活動 主管：社会貢献委員会

活動支援の為の使用済み切手・インクカートリッジ収集活動への協力。

収集したものを平成２７年１２月１８日にジョイセフへ納入。

⑦ ゆきがやチャリティー寄席 主管：研修委員会

（開催日） 平成２８年２月２２日 （参加人員） １５９名 社会貢献委員会

募金全額を大森赤十字病院・ジョイセフへ寄贈した。

⑧ 女性セミナー 主管：女性部会

「ヨガ講座」 （講 師） アニール・Ｋ・セティ 先生

（開催日） 平成２７年６月９日・２３日・７月１４日・２８日（全４回）

（参加人員） 延べ７３名

⑨ いちごプロジェクトへの協力 主管：女性部会

全国的に継続して節電目標「１５％」に取り組む活動の協力をしている。

職場や家庭での節電に協力をしてもらえるように広く呼びかけをしている。

収益目的事業

【収益事業Ⅰ】 会員の福利厚生に資する事業

① 生活習慣病健診制度の普及推進（案内・周知） 主管：厚生委員会

【収益事業Ⅱ】 不動産の賃貸に関する事業

① 不動産の賃貸（土地・事務所一部の賃貸） 主管：総務委員会
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その他事業

【その他事業Ⅰ】 会員の交流に資する為の事業

① 会員交流ゴルフ大会 主管：厚生委員会

（開催日） 平成２７年１０月８日 （参加人員） ４１名

② 支部企業交流会 主管：組織委員会

田園調布・千鳥鵜の木エリア合同会員交流会
(株)三陽機械製作所 工場見学会 （開催日） 平成２７年１０月９日（参加人員） ３１名

千束石川エリア会員交流会 （開催日） 平成２７年１０月１５日 （参加人員） ３７名

（講 師） 雪谷税務署法人課税第一部門 板本 真一 上席国税調査官

上池仲池エリア会員交流会 （開催日） 平成２７年１０月２１日 （参加人員） ３１名

（講 師） 本田社会保険労務士事務所代表 本田 香織 氏

雪谷エリア会員交流会 （開催日） 平成２７年１１月２０日 （参加人員） ２６名

（講 師） 東洋大学経済学部(自然科学研究室)教授 澤口 隆 氏

③ 日帰りバス交流会 主管：厚生委員会

（開催日） 平成２７年１１月１８日 （参加人員） ３７名

④ 青年部会・賀詞交歓会 主管：青年部会

（開催日） 平成２８年１月２２日 （参加人員） ３５名

⑤ 青年部会・家族レクリエーション大会 主管：青年部会

（開催日） 平成２７年８月２９日 （参加人員） ３７名

⑥ 青年部会・特別研修会 主管：青年部会

（研修地） 足柄方面

（開催日） 平成２８年２月１９日～２０日 （参加人員） １０名

⑦ 全国青年の集いへの参加（懇親） 主管：青年部会

（開催日） 平成２７年１１月２０日 （参加人員） １０名

⑧ 青年部会・ゴルフ大会 主管：青年部会

（開催日） 平成２７年５月３０日 （参加人員） １８名

⑨ 青年部会･大田まち活ネットへの協力 主管:青年部会

大田まち活ネットへの協力

⑩ 女性部会・新年初顔合わせの会 主管：女性部会

（開催日） 平成２８年１月２７日 （参加人員） ３３名

⑪ 女性部会・施設見学会 主管：女性部会

（開催日） 平成２７年５月２１日 （参加人員） ２７名

⑫ 経営者大型保障制度の普及推進（案内・周知） 主管：厚生委員会

⑬ 経営者保全プランの普及推進（案内・周知） 主管：厚生委員会

⑭ がん保険制度の普及推進（案内・周知） 主管：厚生委員会

【その他事業Ⅱ】 上記の他、本会の目的を達成する為に必要な事業

当会のホームページや広報ネットワークを活用して、地域社会貢献にとり組んでいるＮＰ

Ｏ法人や各種団体などの活動を取り上げ、広く紹介するとともに協力を行う。

① 公益財団法人大田区産業振興協会への協力

② 田園調布グリーンフェスタへの協力
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組織関係

平成２８年３月末・会員数 １,２６３社 （前年度末 １,３５２社）

平成２７年度の新規加入法人数 １５社 （前年度 ２３社）

退会法人数 １０４社 （前年度 ５２社）

差引会員純減数 ８９社 （前年度 ２９社）

諸会議関係

（１） 正副会長会議

○平成２７年 ４月 ９日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 ９名）

○平成２７年 ６月 ８日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 ８名）

○平成２７年 ８月 ６日(部会長含む)於いて 雪谷法人会館 （出席人員 １１名）

○平成２８年 ２月１８日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 ９名）

○平成２８年 ３月１６日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 ９名）

（２） ４役会議（正副会長・委員長・部会長）

○平成２７年 ７月 ９日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 １５名）

○平成２７年１０月１９日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 １５名）

○平成２７年１１月１２日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 １２名）

○平成２８年 １月２１日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 １４名）

（３） 理事会

○平成２７年 ４月１７日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 ３０名）

○平成２７年 ５月２７日(臨時)於いて 嶺町集会室 （出席人員 ３０名）

○平成２７年 ９月１０日 於いて プラザ・アペア （出席人員 ２９名）

○平成２７年１２月１０日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 ２７名）

○平成２８年 ３月２３日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 ２８名）

（４） 委員会・部会

○ 総務委員会

① 平成２７年 ６月 ２日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 ８名）

② 平成２７年 ７月２８日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 ７名）

③ 平成２７年１１月１７日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 ７名）

④ 平成２８年 ３月 ９日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 １０名）

○ 組織委員会（エリア会）

① 平成２７年 ６月１８日 エリア打合せ会（厚生委員会との共催）
於いて 大森東急ＲＥＩホテル （出席人員 ４６名）

② 平成２７年１０月 ９日 千鳥鵜の木･田園調布合同エリア会員交流会
於いて ㈱三陽機械製作所 （出席人員 ３１名）

③ 平成２７年１０月１５日 千束石川エリア会員交流会
於いて 城南信用金庫大岡山支店 （出席人員 ３７名）

④ 平成２７年１０月２１日 上池仲池エリア会員交流会
於いて仲池上会館 （出席人員 ３１名）

⑤ 平成２７年１１月２０日 雪谷エリア会員交流会
於いて 雪谷法人会館 （出席人員 ２６名）

○ 研修委員会

① 平成２７年 ９月１６日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 ９名）

○ 広報委員会

① 平成２７年 ４月２１日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 １０名）

② 平成２７年 ７月１４日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 １０名）

③ 平成２７年１０月 ５日 新春放談収録 於いて 雪谷法人会館

④ 平成２７年１０月１４日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 ９名）

⑤ 平成２８年 １月２６日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 １３名）
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○ 税制委員会

① 平成２７年１２月 １日 於いて 目黒 香港園 （出席人員 ５名）

○ 厚生委員会

① 平成２７年 ６月１８日 推進会議（組織委員会との共催）

於いて 大森東急ＲＥＩホテル (出席人員 ４６名）

② 平成２７年 ７月１６日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 ８名）

③ 平成２７年１０月２８日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 ７名）

○ 社会貢献委員会

① 平成２７年 ４月２３日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 １１名）

② 平成２７年 ８月２７日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 １２名）

③ 平成２７年１１月２７日 於いて かごの家 戸越銀座店 （出席人員 １１名）

○ 青年部会役員会

① 平成２７年 ６月１１日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 １５名）

② 平成２７年１０月２２日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 １２名）

③ 平成２７年１１月 ５日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 １１名）

④ 平成２８年 ３月 ９日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 ９名）

○ 女性部会役員会

① 平成２７年 ８月２５日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 ７名）

② 平成２７年１２月 ２日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 ６名）

③ 平成２８年 １月２５日 於いて 雪谷法人会館 （出席人員 ６名）

④ 平成２８年 ２月１７日(地区長会)於いて 雪谷法人会館 （出席人員 １１名）

（５） 関係機関等の会議

○ 東法連第３ブロック法人会長協議会
平成２７年１２月１５日 当会出席者 ３名 当番幹事会：目黒法人会
平成２８年 ３月１５日 当会出席者 ３名 当番幹事会：渋谷法人会

○ 東法連第３ブロック青年部会連絡協議会

平成２８年 ２月 ５日 当会出席者 ２名

○ 税務関係民間六団体会議

毎月第１水曜日に開催 （団体相互の連絡協調､行事等の調整）

会議構成人員 １６名

○ 税務関係民間六団体税務意見交換会

開催日 平成２７年 ７月１５日 当会出席者 ５名

○ 税務関係民間六団体新年賀詞交歓会

開催日 平成２８年 １月１３日 当会出席者 ６１名

○ 大田区長・幹部との懇談会（大森・蒲田・雪谷法人会合同開催）

開催日 平成２７年１１月１６日 当会出席者 ３名
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[報告事項２]

平成２８年度事業計画書

主要事業計画
公益目的事業

【公益事業Ⅰ】 税知識の普及と納税意識の高揚並びに税の提言に関する事業

（１）税知識の普及を目的とする事業

① 新設法人説明会

（目的) 新たに法人として設立した企業に対し、必要な諸届けなどの手続きをはじめ、事業開始に際し

て法人税・消費税・源泉所得税の税法上の留意点等についての理解を促す事を目的として

実施。講師は、雪谷税務署法人課税第一部門担当官に依頼。

（対象）雪谷税務署管内に新たに設立された全法人を対象に、２ヶ月に１回開催(年６回)。

② 決算法人説明会

（目的）決算月を迎える法人企業に対し、決算・申告の手続き上の留意点や、税制改正事項などを説

明し、適切な法人税・消費税等の申告が行われることを目的としている。

講師は東京税理士会雪谷支部所属税理士と、雪谷税務署法人課税第一部門担当官に依頼。

（対象）雪谷税務署管内の決算期を迎える全法人を対象に、３ヶ月に１回開催(年４回)。

③ 青年部会・租税教室

（目的)雪谷税務署管内の小・中学生を対象に「税の大切さ」等を学ぶことを目的とした特別授業(１時

間)を行っている。講師は青年部会員が担当し、ＤＶＤや１億円のレプリカ等さまざまな教材を

用いて、税務当局作成の資料を骨子に、子供たちの興味を惹くように授業を進行する。

（対象）雪谷税務署管内の小・中学校 (前年度受講実績 ５校 延べ５８７名）

④ 申告書作成講座「法人税」

（目的)法人税確定申告書の仕組みを理解し、さらには自主申告ができるように、例題や演習問題を用

いて申告書の作成手順の習得を目的としている。講師は雪谷税務署法人課税第一部門担当

官に依頼。消費税確定申告書作成講座と隔年開催。

（対象）雪谷税務署管内全法人を対象。

⑤ 税務研修会

（目的)税制改正事項の要点又は、関心の高い改正事項をテーマに選び、雪谷税務署担当官、税理

士若しくは学識経験者を講師に迎え、改正税法への理解を深めることを目的とする研修会を

開催する。

（対象）会員及び一般。

⑥ 年末調整実務入門講座

(目的)毎年１１月に税務署と区役所共催で行われる[年末調整説明会]だけでは、帳票類の作成がで

きない初心者を対象に、[源泉徴収簿]の記載から[源泉徴収票]や「法定調書」の作成までの手

順を、演習問題を用いて習得する。講師は雪谷税務署法人課税第一部門担当官に依頼。

（対象）雪谷税務署管内全法人を対象 (年 1 回)。

⑦ 青年部会・定期研修会

（目的)法人税をはじめ、さまざまな税を研修テーマに取り上げて、税に関する正しい知識と深い理解

を得ることを目的とする。講師は雪谷税務署法人課税第一部門担当官。

（対象）雪谷税務署管内全法人を対象。

主管：税制委員会

主管：税制委員会

主管：青年部会

主管：税制委員会

主管：税制委員会

主管：税制委員会

主管：青年部会主管：青年部会
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（２)納税意識の高揚を目的とする事業

① 小学生による書写展

（目的)「税を考える週間」行事の一環として、雪谷税務署管内の小学生を対象に[税]をテーマにした

書道作品の募集を行い、優秀作品を表彰するとともに、管内のスーパーや金融機関などの店

内に展示している。参加した子供たちと作品を目にする大人達に、書を通じて「税」についての

意識啓発の機会を提供することを目的とする。雪谷税務署と雪谷税務連絡協議会との共催。

(対象) 雪谷税務署管内の小学生、及び一般

② 電子申告普及活動

(目的)電子申告・納税制度は、将来における国家のコストダウンに寄与するものと理解し、その普及

に協力してきた。本年度の重点課題のひとつに掲げた通り、利用率目標７２％の達成に向け、

税務当局及び雪谷税務連絡協議会と連携・協調の上、会員の一層の利用拡大に資する諸施

策を検討・実施に努める。

(対象)会員企業。

③ 納税表彰式

（目的)雪谷税務署が毎年行う納税表彰式は、納税協力団体（雪谷税務連絡協議会）の活動を積極

的に行い、納税意識の高揚並びに税知識の普及促進に対し、永年の功績があった者に、雪

谷税務署長名により、表彰状、感謝状が贈られる。一層の納税協力活動の推進者を育成する

とともに広く社会に納税の重要性を広報する。雪谷税務署と雪谷税務連絡協議会の共催。

(対象) 表彰対象者・当会役員

④ 広報誌「ゆきがや」発行

（目的)雪谷税務署や大田都税事務所提供の税金に関する情報をはじめ、税法の改正事項や留意事

項、税務知識のコラム、地域企業の健全な発展に役立つ記事等を掲載するほか、雪谷法人

会の活動の紹介なども行っている。読者の納税意識を高めるとともに正しい税知識普及推進

が図れるよう、読みやすい広報誌の発行を目指している。配布先は、会員、雪谷税務署及び

管内金融機関の窓口、一般対象の事業への開催会場等において、無料で広く配布している。

(対象)会員１３００部)及び 一般(７００部)

⑤ ホームページの運営

（目的) 税知識の普及と納税意識の高揚並びに税の提言をはじめとする、当会の目的を遂行するた

めに実施している諸事業の案内及び報告や、e-Ｔａｘバナーをはじめ国税局ホームページへ

のリンク、インターネットセミナーへのリンク、そのほか適宜必要な税に関する情報を提供してい

る。

⑥ やさしい税金教室

（目的)「税を考える週間」行事の一環として、雪谷税務署長の講演や税金クイズのほか、中学生の税

をテーマにした作文の中から優秀作品を選んで紹介する等を通じて、税についての理解と意

識啓発を促すことを目的としている。雪谷税務署と雪谷税務連絡協議会の共催。

(対象) 雪谷税務連絡協議会の会員及び一般。

⑦ 税に関する絵はがきコンクール

（目的）租税教育の一環として、わが国の将来を担う子供たちに「税」を正しく認識してもらう機会を提供す

ることを目的とする。小学生を対象に「税に関する絵はがき」を募集し優秀作品を表彰する(公財)全

国法人会総連合女性部会提唱の事業に参加。

（対象） 小学生高学年を対象。

⑧ 税を考える週間・創立５０周年合同「記念講演会」

（目的)「税を考える週間」行事の一環として、政治・経済・文化等、各方面の識者を講師に迎えての講

主管：総務委員会

主管：税制委員会

主管：総務委員会

主管：広報委員会

主管：広報委員会

主管：女性部会

主管：女性部会

主管：研修委員会
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演会を開催している。講演の中、或いは講演の前後で、税務行政への理解と協力を促すなど、

「税を考える週間」にふさわしいプログラムの編成に努めている。

創立５０周年記念事業として合同開催をする。

(対象) 会員及び一般。

（3)税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業（税制研究会会合への参加含む）

① 税制改正要望全国大会参加・提言及び提言書の関係機関への提出

（目的)公益財団法人全国法人会総連合においては、毎年、中小企業の租税負担の軽減と合理化・簡

素化及び適正公平な税制・税務に関する提言を行う為、会員から税制に関する意見要望を取り

まとめて、税制改正要望大会で採択し、それに基づき関係機関に対して要望活動を行っている。

当会においても、会員から税制に関する意見要望を取りまとめ、(社)東京法人会連合会、(公財)

全国法人会総連合に上申し、税制改正要望全国大会での決議に参加すると共に、関係機関に

提言書を提出。

(対象)税制委員及び役員

② 青年部会・税務懇談会

(目的)雪谷税務署幹部と青年部会員が、「租税教室」をはじめとする税知識の普及推進や納税意識の

高揚の為の施策協力について懇談し、税務行政の円滑な執行に寄与する事を目的とする。

(対象)青年部会員

③ 全国青年の集いへの参加

（目的)全国の青年経営者が集い、税制、財政及地域社会の健全な発展等、法人会の目的を達成す

る為の情報や意見の交換、並びに討議を行う。今後の活動を、より充実したものにする目的で

開催。当会からも代表が参加。

(対象)青年部会代表

④ 女性部会・税務懇談会

（目的)雪谷税務署幹部と女性部会員が、署長講演等で税知識を学び、その普及推進や納税意識の

高揚のための施策協力について懇談し、税務行政の円滑な執行に寄与する事を目的とする。

(対象)女性部会員

⑤ 全国女性フォーラムへの参加

（目的)全国の女性経営者が集い、税制、財政及地域社会の健全な発展等、法人会の目的を達成す

る為の情報や意見の交換、並びに討議を行う。今後の活動を、より充実したものにする目的で

開催。当会からも代表が参加。

(対象)女性部会長及び役員

⑥ 大田区との定期協議会

（目的)地域企業と地域社会の健全な発展の為に、大田区内の雪谷法人会、大森法人会並びに蒲田

法人会の三法人会と、大田区長並びに大田区幹部職員とが定期的に協議会を開催して、税制

改正要望提言を行うとともに、地域行政の円滑な執行に寄与することを目的としている。

(対象)三法人会正副会長、大田区長・大田区幹部。年 1 回開催。

⑦ 雪谷税務連絡協議会の定期連絡協議

（目的)雪谷法人会、雪谷青色申告会、東京税理士会雪谷支部、雪谷間税会、雪谷納税貯蓄組合連

合会、雪谷小売酒販組合等の雪谷税務署管内関係民間６団体は、納税意識の高揚、並びに

税知識の普及推進を図り、税務行政の円滑な執行に寄与するべく毎月定期的に協議会を開催

している。

(対象)雪谷税務署長及び幹部、関係民間６団体の代表。

主管：税制委員会

主管：青年部会
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主管：総務委員会
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【公益事業Ⅱ】地域企業の健全な発展を目的とする事業

① パソコン会計記帳入門

（目的)パソコンの会計ソフトを用いて、日常の記帳業務や、決算整理の処理方法を習得して、より迅

速により正確に経理処理をすることで企業会計の健全化に寄与することを目的とする。講師は、

弥生会計オフィシャル・インストラクターが担当。

（対象）会員、及び一般

② 青年部会・雪谷経営者塾

(目的)社会的・経済的に大きく変化する環境下で、これからも継続して企業を維持発展させていくた

めに、何をなすべきかのヒントを提供し、受講者が自社の課題の解決に役立てることを目的とし

て「雪谷経営者塾」を開講する。

経営の各専門分野のコンサルタントを講師陣に迎えて、１話完結の講座形式で年３回の開講を

予定している。

（対象）会員、及び一般

【公益事業Ⅲ】地域社会への貢献を目的とする事業

① 多摩川河川敷清掃活動

(目的)多摩川をはじめ、自然環境に恵まれた当地域において、『汚さぬ心がけを伝えたい。きれいな

まま遺したい』の意図の下に、環境美化への意識啓発のケーススタディーのひとつとして、多

摩川河川敷の清掃活動を行っている。会員企業の家族及び従業員、雪谷税務署員、田園調

布警察署交通少年団、田園調布消防署消防少年団に近隣地域の住民等、多くの参加協力を

得て実施している。子供達をはじめ参加者が、住む街・働く地域の環境保持と次世代への継

承への意識を深める事を目的としている。

(対象)会員、及び一般

② 日赤献血協力活動

(目的)少子高齢化の進行の影響で、輸血の重要性増大傾向に反して献血提供者が減少している。

日赤血液センターに協力して、毎年６月、雪谷税務署の協力を得て同署駐車場において、献

血協力活動を実施している。 会員及び従業員、雪谷税務署員や近隣住民など、毎回１００名

程度の参加･提供を得ている。

(対象)会員、及び一般

③ 日赤講習会

(目的)日赤講習会による災害時の対処法を学ぶ講習を行う。AED 講習や災害時の応急手当などの

救急法を、緊急時に迅速且つ正確な救急措置を行うには、平素の反復訓練が重要であるとの

認識のもとに講習を実施する。講師には日本赤十字社東京都支部の指導員を招いている。

(対象)会員、及び一般

④ 日赤大森病院奉仕活動

(目的)女性部会員が中心となって、毎月交代で日赤大森病院において、季節の特別献立に添える

カードﾞ作りや、書類の整理など、病院側から求められる様々な奉仕活動に参加している。

(対象)日赤奉仕女性部会員

⑤ 東京都地球温暖化対策報告書制度への協力

(目的)東京都が創設した『地球温暖化対策報告書制度』の報告書の作成・提出を通じて排出ＣＯ2

削減を図る活動に、多くの会員企業が積極的に参加するよう訴求している。２７年度参加企

業数は７６社、さらなる協力に努める。

(対象)会員企業
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⑥ ジョイセフへの協力活動

(目的)JOICFP(ジョイセフ)の活動支援のため、使用済み切手やインクジェットプリンターのインクカ

ートリッジ収集活動に協力している。会員企業の社内のほか、地域内の金融機関やスーパー

のカウンター等にも収集箱の設置協力を依頼している。

(対象)会員、及び一般

⑦ ゆきがやチャリティー寄席

（目的)「新しい公共」の提唱で、非営利セクター(公益法人や認定 NPO 法人等)の活動が注目され

ているが、その成長には自発的な人と資金の提供(寄付)が不可欠と言われている。より多く

の地域の住民が集まりやすい寄席を開催して、寄付の意義と募金への協力を訴求すること

をケーススタディーにして、西欧に比して脆弱な日本の寄付文化の基盤育成の啓発を図る。

（対象）会員、及び一般

⑧ 青年部会・駅前清掃活動

（目的)『きれいな地域と、ゴミを出さない会社と社会を目指す』をスローガンに、雪谷大塚駅周辺の

清掃活動を実施。次世代の企業や地域社会の指導者として期待される青年部会員がこれら

の体験を通じて、地域の環境美化・保持について、より一層の関心と問題意識を持ってもらう

ことを意図している。

(対象)青年部会員、及び一般

⑨ 女性セミナー

（目的) 女性対象の文化教養講座の開催。地域の住民が学習を通じて、人間関係の広がりつながり

を生みだすことにより、活力ある地域社会の創造に資する学習機会の提供を図る。

(対象)女性部会員、及び一般女性。

⑩ いちごプロジェクトの協力

(目的) 女性部会が全国的に継続して節電目標「15％」に取り組んでいる。地域の実情に応じた

活動を展開しながら職場や家庭での節電に取り組んでもらう活動を(公財)全国法人会総連合

女性部会提唱の事業に賛同し協力している。

(対象)会員、及び一般。

収益目的事業

【収益事業Ⅰ】会員の福利厚生に資する事業

① 生活習慣病健診制度の普及推進(案内・周知)

（目的)会員企業の経営者や従業員の健康管理のために、団体割引料金による生活習慣病検診を

斡旋する。春秋年２回、(財)全日本労働福祉協会旗の台健診センターに受診委託をしている。

（対象）会員並びに従業員

【収益事業Ⅱ】不動産の賃貸に関する事業

① 不動産の賃貸(土地・事務所一部の賃貸)

（目的)雪谷法人会館建設時、土地の取得と建物建設諸費用等の負担の軽減化を図る為、雪谷法

人会館２階部分を(株)雪谷税理士会館に譲渡した。その土地の賃貸料を徴収している。

東調布工業会に事務所として会館１階の一部を貸している、その賃貸料を徴収している。

（対象）(株)雪谷税理士会館、東調布工業会
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その他事業

【その他事業Ⅰ】会員の交流に資する為の事業

① 会員交流ゴルフ大会

（目的)ゴルフを通じて、経営者相互の情報交換を行うとともに会員の交流を図る。

（対象）会員

② 支部企業交流会

（目的)支部内の会員の親睦交流により、税務や経営等の様々な情報交換の機会の場の提供を図る。

（対象）会員

③ 日帰りバス交流会

（目的)バスを利用して、経営に役立つ話題の施設等の見学と、会員相互の交流を深めることを目的

とする。

（対象）会員

④ 青年部会・賀詞交歓会

（目的)新春に、地域の企業の青年経営者が集い、情報交換、名刺交換、並びに旧交を温めることを

目的として開催。

（対象）青年部会員

⑤ 青年部会・家族レクリエーション大会

(目的)青年部会員とその家族が参加して、バスハイク等のレクリエーション大会を開催。地域の青年

経営者の交流の輪を広げることを目的としている。

(対象)青年部会員、及び家族。

⑥ 青年部会・特別研修会

(目的)管外の研修施設を活用して、税務研修並びに経営セミナーを実施している。講師は、税理士

ほか専門家に依頼している。

(対象)青年部会員

⑦ 全国青年の集いへの参加（懇親）

（目的)全国の青年経営者が集い、税制、財政及地域社会の健全な発展等、法人会の目的を達成

する為の情報や意見の交換、並びに討議を行う。今後の活動を、より充実したものにする目的

で開催。

(対象)青年部会長及び役員

⑧ 青年部会・ゴルフ大会

（目的)ゴルフを通じて、経営者相互の情報交換を行うとともに会員の交流を図る。

（対象）青年部会員

⑨ 女性部会・新年初顔合わせの会

（目的)新春に、地域の企業の女性経営者が集い、情報交換、名刺交換、並びに旧交を温めることを

目的として開催。

（対象）女性部会員

⑩ 女性部会・施設見学会

（目的)環境保全・省エネ施設や、経営に役立つ話題の施設、歴史的或は文化的に価値のある施設

等を見学し、その体験の共有を通じて会員の一層の交流を深めることを目的とする。

（対象）女性部会員

⑪ 全国女性フォーラムへの参加（懇親）

（目的)全国の女性部会員が集い、税制、財政及地域社会の健全な発展等、法人会の目的を達成

する為の情報や意見の交換を行う。今後の活動を、より充実したものにする目的で開催。
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（対象）女性部会長及び役員

⑫ 経営者大型保障制度の普及推進(案内・周知)

（目的)経営者や従業員が在職中に、病気や事故により、死亡や入院などの事態に遭った場合に、企

業を守り、事業が遅滞なく継続できるよう、生命保険と損害保険がセットされた法人会の制度。

地域企業の福利厚生の充実と経営の安定化のために、同制度の普及推進に努めることを目的

としている。受託保険会社は大同生命保険株式会社、ＡＩＵ損害保険株式会社。

（対象）会員並びに従業員

⑬ ビジネスガードの普及推進（案内・周知）

（目的）企業のさまざまなリスクをサポートする「ハイパー任意労災」、「個人情報漏洩対策プラン」、「地

震対策プラン」、「自動車保険」からなる法人会の制度である。地域企業の福利厚生制度の充

実と経営の安定化のため普及推進に努めている。受託保険会社はＡＩＵ損害保険株式会社。

（対象）会員並びに従業員

⑭ がん保険制度の普及推進(案内・周知)

（目的)法人会に加入する企業で働く個人のための福利厚生制度。「がん保険」、医療保険制度「ＥＶ

Ｅ Ｒ」、「ＷＡＹＳ」がある。地域企業で働く者の万一に備え、普及推進に努めている。受託保

険会社はアメリカンファミリー生命保険会社。

（対象）会員並びに従業員

⑮ 創立５０周年祝典

（目的）創立５０周年の記念事業を開催する。（昭和４１年９月１３日創立）

（対象）会員

【その他事業Ⅱ】上記の他、本会の目的を達成する為に必要な事業

当会のホームページや広報ネットワークを活用して、地域社会貢献にとり組んでいるＮＰＯ法人や各種団体

などの活動を取り上げ、広く紹介するとともに協力を行う。

① 公益財団法人大田区産業振興協会への協力

② 田園調布グリーンフェスタへの協力
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［報告事項３］

平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで
単位：円

当年度 前年度 増減

Ⅰ．一般正味財産増減の部

ⅰ．経常増減の部

(ⅰ)経常収益

１．特定資産運用益 10,000 15,000 △ 5,000

（１）特定資産受取利息 10,000 15,000 △ 5,000

２．受取会費 16,000,000 16,250,000 △ 250,000

（１）正会員受取会費 15,750,000 16,050,000 △ 300,000

（２）賛助会員受取会費 250,000 200,000 50,000

３．事業収益 2,739,000 2,660,000 79,000

（１）研修事業収益 239,000 330,000 △ 91,000

（２）厚生事業収益 600,000 600,000 0

（３）会員親睦事業収益 1,470,000 1,280,000 190,000

（４）地代家賃収益 330,000 330,000 0

（５）その他事収益 100,000 120,000 △ 20,000 特退共広告、広報誌同封料

４．受取補助金 9,385,800 9,533,000 △ 147,200

（１）全法連助成金 8,335,800 8,483,000 △ 147,200

（２）東法連補助金 1,050,000 1,050,000 0

５．受取負担金 600,000 600,000 0

（１）青年部会負担金 600,000 600,000 0

６．雑収益 180,000 180,000 0

（１）雑収益 180,000 180,000 0

経常収益計 28,914,800 29,238,000 △ 323,200

（ⅱ）経常費用

① 事業費 26,362,960 26,705,600 △ 342,640

給料手当 9,384,000 9,476,000 △ 92,000

福利厚生費 1,840,000 1,711,200 128,800

旅費交通費 1,237,200 1,127,200 110,000

通信運搬費 1,844,000 1,915,200 △ 71,200

減価償却費 1,530,000 1,656,000 △ 126,000

消耗品費 462,500 370,000 92,500

修繕費 42,500 46,000 △ 3,500

印刷製本費 2,715,000 2,688,200 26,800

光熱水料費 425,000 496,800 △ 71,800

事務所管理費 212,500 230,000 △ 17,500

会場費 35,000 55,000 △ 20,000

保険料 86,500 90,240 △ 3,740

諸謝金 1,015,000 1,265,000 △ 250,000

租税公課 425,000 460,000 △ 35,000

会議費 2,475,000 2,510,000 △ 35,000

委託費 240,000 305,000 △ 65,000

事務委託費 0 184,000 △ 184,000

支払負担金 1,027,500 630,000 397,500

支払寄付金 30,000 30,000 0

会場費(管理） 48,760 48,760 0

支払手数料 467,500 506,000 △ 38,500

雑費 820,000 905,000 △ 85,000

科 目 摘要

研修会参加費

健診斡旋手数料

会員親睦会参加費

東法連報奨金含む

総会祝儀他

平成２８年度 収支予算書
公益事業比率 ６６.
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当年度 前年度 増減

② 管理費 2,335,040 2,434,400 △ 99,360

給料手当 816,000 824,000 △ 8,000

福利厚生費 160,000 148,800 11,200

旅費交通費 32,800 32,800 0

通信運搬費 64,000 60,800 3,200

減価償却費 270,000 144,000 126,000

消耗品費 67,500 28,000 39,500

修繕費 7,500 4,000 3,500

印刷製本費 20,000 16,000 4,000

光熱水料費 75,000 43,200 31,800

事務所管理費 37,500 20,000 17,500

保険料 10,500 4,560 5,940

租税公課 75,000 40,000 35,000

会議費 90,000 100,000 △ 10,000

支払負担金 52,500 0 52,500 全国大会懇親会参加費

事務委託費 0 16,000 △ 16,000

支払寄付金 30,000 40,000 △ 10,000

渉外慶弔費 200,000 240,000 △ 40,000

諸会費 220,000 600,000 △ 380,000

会場費(管理） 4,240 4,240 0

支払手数料 82,500 44,000 38,500

雑費 20,000 24,000 △ 4,000

経常費用計 28,698,000 29,140,000 △ 442,000

評価損益等調整前当期経常増減額 216,800 98,000 118,800

評価損益等計 216,800 98,000 118,800

当期経常増減額 216,800 98,000 118,800

ⅱ．経常外増減の部
（ⅰ）経常外収益 0 0 0

経常外収益計 0 0 0

（ⅱ）経常外費用 0 0 0

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

他会計振替額 0 0 0

税引前当期一般正味財産増減額 216,800 98,000 118,800

法人税等 70,000 70,000 0

当期一般正味財産増減額 146,800 28,000 118,800

一般正味財産期首残高 112,305,547 112,277,547 28,000

一般正味財産期末残高 112,452,347 112,305,547 146,800

Ⅱ 指定正味財産の部

受取全法連助成金 8,335,800 8,483,000 △ 147,200

一般正味財産への振替額 △ 8,335,800 △ 8,483,000 147,200

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0

指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ 正味財産期末残高 112,452,347 112,305,547 146,800

科 目 摘要
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